平成24年度東京都自立支援協議会セミナー（第17回東京都障害者福祉交流セミナー）　要約記録
	第一部　シンポジウム　わたしたちの地域　東京　　

　　第二部　講演　地域特性を踏まえた相談支援事業のあり方

日　時　平成24年12月4日　火曜日　13:30～16:30

場　所　東京都庁舎５階　大会議場

テーマ　地域の相談支援の現状を考える

－わたしたちの東京はどんなところなのか－

目　的　障害福祉関連の制度改革がすすめられているなか、東京の相談支援の現状を

踏まえ、地域における相談支援事業の充実を目指すための方策や今後の方向

性を考える。

概　要　○　第一部シンポジウムでは、「わたしたちの地域　東京」と題して、当事者
の立場、事業者の立場、行政の立場からそれぞれ相談支援の現状と充実に向け
た取組や自立支援協議会の役割について報告する。

· 第二部講演では、厚生労働省遅塚昭彦相談支援専門官が、「地域特性を踏　

まえた相談支援事業のあり方」について障害者の相談支援事業に関する法制度、事業の現状や課題について説明する。

　一部（登壇者）
　　　　　コーディネーター　東京都自立支援協議会会長　　　　　　沖倉智美氏

　　　　　　　　　　　　　　大正大学人間学部アーバン福祉学科

　　　　　　　　　　　　　　ソーシャルワークコース准教授

　　　　　シンポジスト　　　東京都自立支援協議会委員　　　　　　今村　登氏

（NPO法人）自立生活センター　　　　

　　　　　　　　　　　　　　STEP　えどがわ　事務局長

　　　　　　　　　　　　　　東京都自立支援協議会委員　　　　　　鈴木卓郎氏

　　　　　　　　　　　　　（社会福祉法人）府中えりじあ福祉会

　　　　　　　　　　　　　　地域生活支援センタープラザ

　　　　　　　　　　　　　　足立区福祉部障がい福祉課　　　　　　高橋裕之氏

　　　　　　　　　　　　　　障がい施策推進担当係長

二部（登壇者）　

　　　　　　　　　　　　　　厚生労働省　社会・援護局　　　　　　遅塚昭彦氏

障害保健福祉部　障害福祉課

相談支援専門官　　
　　　　　


高木所長挨拶
○　東京都自立支援協議会セミナーは、東京都自立支援協議会活動の一環である。今年度心身障害者福祉センターは、福祉保健局障害者施策推進部から自立支援協議会事務局を引き継ぎ、これまでセンターが都民の皆様の障害理解を進めるため長年行ってきた東京都障害者福祉交流セミナーを兼ねて実施する。
○　東京都では、平成２４年度から２６年度を計画期間とする東京都障害者計画及び第３期東京都障害福祉計画を策定した。区市町村や関係機関等との連携を強化して障害者施策の総合的な展開に取組むこととなる。東京都自立支援協議会は、都内全域の相談支援体制の整備状況等について情報を共有し課題を整理し、当事者、関係機関や広く都民の皆様に周知を図り地域の相談支援の充実につながるよう効果的な情報発信をしたいと考えている。
○　本日のセミナーは、９月に開催した東京都自立支援協議会本会議での委員の皆様の意見交換をもとに地域相談支援の現状を見つめ、今後の相談支援事業の拡充を図ることを目的として企画するものである。
第一部　シンポジウム　わたしたちの地域　東京
資料他説明　

＜沖倉氏＞　
○　セミナー実施にあわせて相談支援事業所の皆様には、アンケートをお願いし資料の後半部分にまとめている。
アンケート回収率が３５．４％ということで、これをもって何かを言うのは厳しいという状況であるが簡単に紹介する。　
○　設問の２「相談支援事業以外の事業運営されていますか」では相談支援の事業のみでは事業運営が立ち行かないということで、ほかの事業も運営しているところが８５％という結果になっている。最大は８事業。そうなるとワーカー、相談員が兼務のために、業務がこなせないということが書かれていた。
○　設問３では、身体、知的、精神、児童全てに対応している事業所が圧倒的に多いという状況にある。相談が非常に多岐にわたって難しいというご意見も頂いている。自立支援協議会での皆さんの情報交換が非常に重要と書かれている。

○　設問５、６は相談支援事業を行う上で困難と考える事項を挙げていただいた。相談支援専門員の不足の要因は業務量が多いということと、専門員の力量・経験が上位を占めている。事業所の経営困難の要因は、報酬体系、業務過多が挙げられ、困難ケースへの対応では、社会資源が圧倒的に不足であること、業務過多、重複障害者への対応の困難性などが挙げられた。
＜沖倉氏＞
○　シンポジウムでは事業者、行政、当事者の方をシンポジストとしてお迎えしている。それぞれ１５分程度ずつお話をいただき、シンポジスト相互で率直な意見交換をする。
＜鈴木氏＞　事業所の立場から
○　私は、相談支援の事業所職員という立場、あるいは障害福祉のサービスを提供している事業所の立場から、皆さんにお話をさせていただく。私は、府中えりじあ福祉会という社会福祉法人で働いているソーシャルワーカーである。えりじあ福祉会は、精神障害をお持ちの方の地域生活支援を行う民間の事業所団体である。
えりじあ福祉会の中の地域生活支援センタープラザという事業所で、地域移行支援（精神障害の方で病院に長く入院されている方の退院支援をする仕事）と、計画相談支援のサービス等利用計画を立てるという仕事、この二つを主に行っている。
○　皆さんに相談支援ということを考えていただくため、現在の障害者に対する相談支援を考える上での土台となる話をさせていただこうと思っている。そのためプラザの事業が今どのようになっているかを説明する。
　　プラザは、地域活動支援センターと障害者相談支援事業、この二つの事業を市より委託されて、常勤職員３名、非常勤職員２名という体制で事業の展開をしてきた。そこに、この４月から、新しく事業が２本上乗せになるような形で始まった。指定一般相談支援事業と指定特定相談支援事業、この二つの事業は委託事業ではなく給付事業という位置付けになる。
２４年４月から新たにスタートした相談支援を行う事業所の個別給付の事業で、実施した件数に応じて報酬が支払われるというものである。１年間で決まった額で行う委託事業とは異なり、どれだけ行ったかということでお金をもらって運営していく事業である。プラザでは、この新たな二つの個別給付の相談事業を行うために、常勤職員１名と、非常勤職員１名を増やして、全員で、この新しい事業にも取組んで運営をしているところである。
○　私の話の中で「相談」という言葉が幾つも出てきているので相談ということについて整理しておく。
　障害者自立支援法の中で「相談支援事業」と規定されているものと障害者の「相談」を聞くというものとは違う。相談支援という概念を、分けて考えなければいけない部分がある。この４月から指定特定相談支援事業というものと、指定一般相談支援事業という新たなものができてきたことを同心円的な図で理解していただくことが良いと思っている。
○　私たちが障害者の相談支援を考える時に、一番土台になる話は、実は市区町村が行っている相談支援、これが障害者自立支援法に規定されている相談支援事業の全ての基本になる。市区町村がこの相談支援を障害者の方に対して行うことは、法律で規定されており、ここの部分がきちんとしなければいけない。
　プラザは、市区町村の土台となる部分の相談支援を一部委託されて、それを補う部分の仕事をしている。この土台となっている部分に今回新たに指定特定、指定一般と言われるサービスが給付事業として、国の制度として始まった。障害者の相談支援を、サービスにおいてさらに強化しているという理解である。
○　これからの相談支援を考える上で必要なことは、土台となる市区町村の相談支援体制が十分なものであるのかということ。市区町村の相談支援の中で委託されている部分の内容や予算規模が十分かどうかということ。委託事業所は、委託されている事業のほかに、個別給付の事業として指定特定相談支援や指定一般相談支援を実施できる体制をきちんと整備できるかということである。

委託事業所でない事業所でも、指定特定相談支援や指定一般相談支援の事業を行うことがあるが、それらの事業所が委託なしでも、新たな個別給付に取組むことで安定した運営を行える体制になっているかということ。これらのことが相まって、障害者の方が安心して地域で暮らしていけるような相談体制を築けるかどうか、それが今各市区町村の現場でも問われる、今の相談支援の現状だと私は理解している。
＜髙橋氏＞行政の立場から

○　私は、行政の立場で足立区の現状についてお話をさせていただく。
　足立区の概要から紹介すると人口が６７万人、身体障害者の手帳所持者が２万２，０００人を超す。愛の手帳も３，０００人を超すという障がい者福祉の需要が多い区である。生活保護については、全国の１．５％の生保受給者が足立区にいると言われている。大変福祉需要が多い区である。
　相談支援事業であるが、私が４月に前任者からの引き継ぎで、「事業者の方は相談支援事業に意欲を持っている。アンケートをとったら５０社以上の方が、事業開始の見込みで安心していい」と言われた。相談支援事業所が二十数か所この４月には出来ている計画と聞いていたが、実際は全然相談支援事業所について手が挙がらない。
○　足立区には区立の障がい者福祉センター「あしすと」がある。そちらで基幹を作ったが、そこから全然動きが止まり、ようやく今のところ申請中・申請予定を含めて９か所が予定されている。明らかに足りるとか足りないとかといっている状態ではない。これだけ手帳所持者の方がいて、福祉需要も多い中でこの数ではどうにもならないというのが現状である。
○　足立区は、去年までは、福祉事務所の職員が相談支援専門員になって、計画を作成して決定すればいいということで動いていた。

　　自立支援法の改正内容が見えてくるに従って、相談で計画を作るところとサービス給付を決定するところが同じでは、法の趣旨に反するということが明らかになり、何人もの職員が相談支援専門員の研修を受けたことが、全て水の泡になってしまった。それで慌てて各区内の事業所にお願いをしているが、はかばかしくない。
　なぜ、手を挙げてくれないのか。全事業所に電話をかけたが、「やはりそろばんをはじいたら無理ですよ」、「単独で相談支援事業所を開いたら民間では赤字になってしまう、事業所自体が成り立たなくなってしまう」と言われた。「モニタリングの実施月しか報酬が発生しない」ということも言われ、さらに「区で何か補助してください」と言われたが、区で新たな補助金をつくるのは大変難しいところである。
○　施設入所者の支給決定はどこでも同じかと思うが、７月から新しい住民税が見られるので一応６月で切るため、そこで相談計画が一挙に出てくる。障がい児の通所支援についても足立区で失敗した。３月末で事前に切ってしまい、４月に新年度が始まるやり方にしたら、特定の時期に業務が集中し、その後は、１年間何もすることがないと困ると言われ、これを見直し、改善に着手しているところである。
○　相談支援事業所に手を挙げない理由の一つに、相談支援専門員の人材の育成の問題がある。大変やる気のある事業所もたくさんあるが、夏の相談支援従事者研修会に外れてしまい、冬こそはと新たに申し込んでいるというところもある。
今まで、足立区は、１０６項目調査を行い、審査のほうで障害程度区分を出して、福祉事務所の職員が計画を立ててと、全部区で行っていたので、計画自体の作り方考え方というものが、まだ民間の事業所にはよく分からないと言われている。今、足立区では定期的に研修などをして事業所と一緒に勉強しているところである。足立区の職員も、全員が福祉職というわけではない。福祉職は本当に一握りで、あとは去年まで納税にいた、建築にいたという方が実際には相談支援事業を行わなければならないわけで、職員も学びながら行っている。その中に、民間の事業所も入って少しずつ相談支援事業についての考え方を学んでいこうということである。
○　私は、確実なサービスを適切な量をきちんと提供できる相談支援事業所を作るのが一番重要なことではないか、最初に計画ありきになってしまうと、本末転倒してしまうなということを常々思っている。相談支援事業は障害者ご本人に寄り添いながら、その方がいかに幸せに普通の生活が出来るようにするか考えるのが当然のことである。

　　しかし、どんなに立派な計画を立てても、予算は大丈夫かということになってしまうと、今補正予算も組みづらくなっているので、大変苦しいという現状になっている。
○　相談支援事業所で、障害者の皆さんと相談をして、これならば地域でよりよく生活できるという計画を立てた後、行政は受けようとしているわけである。行政と相談支援事業所がよくつき合わせをしながら、お互いの主張を直に話し合い、当事者の方も含め、よりよい支援につながる計画になるよう取組んでいきたい。

　　相談支援事業所の数が９か所ではどうにもならない。何とかもっとご理解をいただき、国や都にもご協力をいただき、地域の特定相談支援事業所が増えるように足立区としても努力をしたいと思っている。
＜今村氏＞当事者の立場から
○　私は、当事者であるが、居宅介護事業と相談支援事業の両方を行っている。今日は当事者の立場でお話をさせていただこうと思ってる。
本日お話ししたいのはここに書いたようなことで、「誰も排除しない・されないインクルーシブ社会の実現を目指して」ということである。

　　障害であったり、在日の外国人であったり、その人の環境、条件を理由にした排除ということがないような社会、インクルーシブ社会というものを目指していくことについてお話させて頂きたい。
　サブタイトルで《障害者の暮らしは、その国の成熟度のバロメーター》、これは排除されやすい人たちが、この国は非常に暮らしやすいよということが言える。そんな社会というのは誰にとっても暮らしやすいだろうということで、障害者のある人の暮らしというのは社会の成熟度もしくは幸福度というもののバロメーターになり得ると考えている。

○　僕は中途障害。身内、家族、親戚の中にも障害者・障害児はいなかった。２９歳でけがをするまで、障害児・者の問題というのは、全く無頓着、無関心できた。
　自分が受傷した約２０年前の状況をお話する。ＡＤＬ、日常生活動作、自分の身の回りのこと、着がえたり、用を足したり、こういったことが自分でできること、それをもって自立という意識が非常に強かった。自分で自分のことができることが最良、一番いいことであって、人の手を借りることは余りよくないことだと言われた。今は、入院期間が医療制度の改革もあってどんどん短くなる。短くなった分非常に効率のいい、もしくは内容の濃いリハビリが受けられるという、これは技術的なことではなく精神的なことも含めて、非常に内容の濃い体制が整って短くなるというならいいんですが、そうではなく短い。
○　頚髄損傷の人たちは、５年、長くて１０年も入院している人とか、決して珍しいことではなかった。ただ、長い期間入院して、十分なリハビリをして社会復帰がなされたということではなく、時間が一番の薬という言葉があるように、どちらかというと「諦めの時間」である。いろんなことを諦め、いろんな可能性に挑戦することを諦め、そんな体だからいろいろなことを諦めて、本当に今生きているだけで十分ですくらいのことを言い出して、初めて障害を受容したと言われた時代だった。
○　入院期間が終わって、退院をどうするか、自宅に戻るか、もしくは施設に入所するか、
選択肢は大体その二つであるが、自宅に戻るということはイコール身の回りのことが自分でできないので、家族介護に依存するしかないということである。地域生活はしているかもしれないが、自宅の中でほとんどひきこもり、もしくはそれが難しい人は施設、そういう時代であった。
　そこで初めて自分が当事者になって、いろんな社会制度を身をもって経験するわけであるが、いろんなサービス受けるため、身体障害者手帳を受けなければいけないということが分かったり、所得保障は障害基礎年金、国、都道府県、市町村の手当そういったものである。
公的介護サービスは当時なかった。東京都では東京都全身性障害者等介護人派遣事業、もしくは自薦登録ヘルパーという制度の組合わせで、今は生活できるのであるが、家族同居の場合は利用できなかった。
○　就労について考えてみても、通勤手段が非常にバリアフル。今は駅等に、エレベーターが、普通にあるけれども当時はなかった。徒歩の通勤のイメージができない。また、それが可能になったとしても今すぐ前と同じ条件で就労することは非常に難しい。でも、生き抜くには働かなければならないため、困難な条件の中で働く仲間もいた。結局それで体を壊していく、そんなことがいっぱいあった時代である。今も大きくは変わらないのである。
就学については、結局自分の身の回りにいなかった。障害のある人たちの暮らしということは見たこともないし、想像したこともなかったと改めて思い、多くの皆さんもそうではないかと思っている。
○　私、自立生活センターというＮＰＯを行っているが、自立生活センターというのは、全国に約１２０か所ある全国組織である。もとはアメリカで生まれた自立生活運動がベースになっている。ここでは、「自立」をどう考えるのか、そういったことをホームページにて一緒に考える。「経済的自立」だけが自立かということを考えると、重度の人は、無理である。そうではなくて、自分の意志で決定していく。自分の意思で選択し、決定し、それを自己責任で負っていくということを言っていた。それがベースになっていて、それを支えていくところが自立生活センターである。
○　自立生活、家族と住んでいても自立はあり得るという意見はあるが、我々は、具体的な分かりやすい形としてひとり暮らしを言っている。なぜかというと、自分で考えて決定していくということが、自立の基本に求められるからである。
この先の順番でいくと親御さんが先に亡くなる。４０、５０、６０代になって、初めてひとり暮らしにならざるを得ない方はどうやって生活していくか、大体一定の人は、施設に入る。そこから初めて、自分でどういう人生を組み立てようかというのは難しいのである。親も自分も元気なうちから、自立を考えていくという意味で、それを具体的に提案して示していこうという、そのためにどんな支援があればいいのかということを考える、一緒に考えていくことが今求められている。
○　僕自身のターニングポイントは２００４年のイラクでの人質事件、ここで日本国内で吹き荒れた「自己責任論」である。人質になった人たちをバッシングしてしまう、これには非常に違和感があって、怖いなと思ったと同時に、障害のある人が社会参加しづらいことと原因は同じではないかと腑に落ちた。
　日本では、彼らがどういう人たちで、どういう背景があって、何の思いでイラクまで行ったのかということを全然想像しない。家族が必死になって自衛隊を撤退させてくれと懇願するその姿を生意気だと言った。では自分の身内だったら、自分自身だったらどうなのかということの想像ができていないのだろうと思った。日本では半数以上の国民がそうだった。それに衝撃を受けたからこそ、そういう国民がいるという世の中に生きているのであれば、やはり普通の人を頼りながらしか生きていけない我々は、余り傍からよく思われないというのは当然なのだろうと理解した。
○　そこへ気づいてから障害者問題から社会全体の問題の共通点を見ていくこと、それが自立生活センターの活動に取組む動機の一つということで、冒頭でも言いましたが、障害者の生活は社会のバロメーターだという、ここにつながる。そういったことを念頭に置きながら活動している。
　この観点は、相談支援事業でも通じることだろうと思う。どういったことが問題なのか、どんな支援があればいいのかと考えつつ、事業に取組むことになる。
　　

＜沖倉氏＞事前通信欄からの相談支援に関する意見整理
○　会場の皆様からいただいた事前通信欄の中で気になった点が幾つかある。１点は、先ほど髙橋さんのほうからも話があったが、区直営の問題点や課題というもの、何人かの方が触れているが、区の側からいくと、今までの流れも踏まえて、民間に託したいという思いと、どの事業所が受け手として力量を持っているのかという判断が難しいということと、受け手である民間の事業者の立場からいくと、区あるいは行政がバックアップしてくれるのか不安であるということ、その行ったり来たりが事前通信欄のほうで読み取れた。

○　もう一つは、計画化そのものである。計画の作成方法がまだまだ分からないという声をたくさん聞くが、当事者とどういうふうに協働していくか、あるいは役割分担していくか。当事者が希望すること、意向を言っていただけないのでなかなかプランが作れないという話が書いてあったり、一方で、相談者側がいろいろご自分の判断も踏まえて書き込もうとすると、当事者の意向とは離れたものになってしまう。都協議会の本会議の中でも、当事者の委員の方が、私たちを交えて、一緒に決めていってほしいという意見を述べている。

○　最後の一つは、本来個別の事例を共有していくということが自立支援協議会に求められていると思うが、なかなかそこが難しいと書かれている。都協議会の本会議では、どうやって共有するかというアイデアの中で、１点これは一つの自治体でとても興味深いと思ったことがある。たくさんの事例を共有するのは難しいので、そこに参加された事業所の方が、例えば半年、１年で最も印象に残った自分の担当したケースについて、そのエッセンスを話すということをされている。その中から、共通点、手法だったり、どこが難しかったかということを共有されているという話があった。事前の通信欄の中でも事例の蓄積が非常に重要だと書かれていた。

＜鈴木氏＞東京都自立支援協議会として、これから相談支援について取組んでいきたいことについて
○　東京都の自立支援協議会でできそうなこと行ったほういいと思うこと、その１、「人材育成の東京モデルを！」という表を作ってみた。先ほど髙橋さんの話の中でも少しあったが、サービス等利用計画を立てるという新しい相談支援の中心になる人材は相談支援専門員という、国の規定している研修を終えた人間でなければできない職務である。地域移行支援を行うためにもその事業所に１人は相談支援専門員の資格を持っている者がいなければならない。
　東京都が実際に相談支援専門員養成の研修を行っているが、今年度はとても多くの申し込みがあり、申し込みをした方すべてが研修を受けられる状況ではないと聞いている。
　東京都の自立支援協議会と相談支援専門員の研修は、両方とも東京都心身障害者福祉センターが今年度以降事務局を担っている。この両者をリンクさせるとよいのではないか。
○　たとえば、東京都の自立支援協議会の中に「人材育成部会」というものを作ってみる。この人材育成部会が、東京都が行っている相談支援専門員の研修と連携して研修企画を一緒に考えるというのは面白いのではないか。
東京都はこの相談支援専門員を育成する研修を、都が指定した団体でも行っていいと言っている。私が所属する精神障害者地域生活支援とうきょう会議という団体で、この１０月から東京都の指定を受けて独自の相談支援専門員の研修を始めたところである。
○　今後、とうきょう会議と同じように東京都の指定を受けて自分たちで相談支援専門員の研修を行う団体が出てきたとき、東京都自立支援協議会の人材育成部会から各団体に研修講師を派遣したり、研修をこういうふうに作ったらいいというノウハウを伝達したりすることが、都の協議会を通じてできるならば、もっと皆さんの市区町村の身近な団体、あるいは市区町村そのものが民間団体と連携して、相談支援専門員の研修を様々なところで行える可能性が広がるのではないか。
　こんなことを言うと、市区町村が行うからもう東京都は引っ込んでいいみたいに思われると困るがそういう話ではない。東京都が今まで責任を持って人材育成のノウハウを蓄積してきたものを、この自立支援協議会というシステムを使ってもっと幅広い人たちに広げていく、そういったことの一つの例示として、こういう人材育成部会というものを作って、市区町村の人材育成の現場と連携していくことが、東京都の協議会にできるといい、と私は考える。
○　もう一つ、「地域移行支援の東京モデルを！」というものを書いてみた。地域移行支援は精神科病院からの退院支援の場合と障害者支援施設等からの地域移行の場合とで違いもあるが、東京都は精神の方に関しては精神障害者地域移行体制整備支援事業を今年度も実施している。精神保健・医療課の所管の事業になるが実際に個別給付の活動とは違う事業としての活動がまだ残っている。
　これと、例えば「地域移行支援部会」というものを東京都の自立支援協議会の中に作ってみる。この二つが何か連携するような活動を実際に始めてみる。現場には各市区町村で、既に一般相談支援ということで地域移行の個別給付を行っている事業所や、現実に精神科病院やあるいは障害者の方が入所している支援施設というものが幾つかある。この新しい地域移行支援部会と東京都の事業所が連携して、実際に、どういった形で施設や病院に入って、今そこに入所、入院している方のニーズや、退院したいという希望を聞き出せばいいのか、地域の事業所から病院や施設に行く時に、どういった入り方をすればいいのかということのノウハウを伝達したり、あるいはどこにどれだけの方がいて実際に入院していたり、入所していたりするのかという情報を提供したりということが、市区町村が独自の活動としてやれるレベルを超えて、東京都全体の問題として、これを一つのテーマにしていこうということをバックアップするそういう部会の活動が、自立支援協議会の中で出来てくるといいと思っている。
○　今日の参考資料の中に、とうきょう会議の支援センター部会というところで行った直近のアンケートがある。これは、とうきょう会議傘下の会員の支援センターを中心にアンケートをとったものであるが、４月以降、地域移行支援と地域定着支援の活動を、実際に１件でも実施しているかというアンケートをとったところ、地域移行支援に関して実施していると回答したところは、４２％にとどまっていた。地域定着支援に関しては、実施しているといったところは２１．４％ということで、半年くらいたった現状の中では、大変少ない数字というふうに言わざるを得ないと思うのである。
私たち、とうきょう会議の中の母数が４２くらいの小さな中での答えだが、この新しい地域移行支援、定着支援という活動が、このまま放っておいて果たしてどれだけ来年度以降も継続される活動になるのかということは、実は大きな課題ではないかと思うのである。
これを各市区町村のそれぞれの課題、市区町村の事業になったのだから、それぞれの市区町村で一般相談支援事業所の育成を行ってくださいと言うだけで、果たしていいのだろうか。これこそ、実は東京都の施策として自立支援協議会の立場からもバックアップしたほうがいいのではないかと思ったりするわけである。
○　参考までに、東京の精神科病院の状況であるが、東京は精神病院が西の方にたくさんあるということで有名な地域がある。都心部では余り病床がない。ところが、八王子、青梅という方に行くと、人口１万対５３とか６４とか、とてもたくさん病院があるということで、この偏在の問題を、例えば、青梅市が解決できるのかということである。
２３区の東の方にいる人たちを、八王子まで迎えに行かなければならないということを、全てそれをその区の問題として解決できるのか、これは東京都全体の問題として一つの構造を考えなければ、解決できない問題ではないかということである。
○　一般相談支援や計画相談のような市区町村の事業として、市区町村が指定していくよう
な事業をその全体の構造をバックアップする施策を東京都の中でどう考えるか、これをやっていく一つの車輪が東京都の自立支援協議会であるのではないかと私は考えている。
自立支援協議会の活性化ということで、本会議の回数をもっと増やしたい。継続的にい
ろいろ考えるためには、専門部会を設置して、東京都の自立支援協議会に関わる人間そのものの数を増やしていきたいと思うところである。
市区町村の協議会の中で課題として上がってきたことを集約できるような仕組みを、都の自立支援協議会の中にも作っていきたい。地元の東京から、私たち自身のまちの相談支援のモデルをぜひ発信していけるように、自立支援協議会で何とか頑張っていきたいと思っている。
＜沖倉氏＞シンポジスト三者の意見交換
○　本日はそれぞれ立場の違う三人の方にお集まりいただいたので、それぞれからお話を聞
いた感想、質問などをやりとりしていきたいと思っている。

＜高橋氏＞鈴木氏への質問

○　行政が土台となって、そこにいろんな相談事業が乗っていくというのを見て、そうだな
と思った、現実的な問題点や一緒に行っているところがあれば教えていただきたい。
＜今村氏＞鈴木氏への質問　

○　後半の話に人材育成の東京モデルがあったが、非常にいいと思っている。当事者支援の
中で、観点としてエンパワメント支援、専門家がいろいろ決めていくというのではなく、本人の力を引き出すという観点を大事にする。そのために、研修のところにも当事者が講師として入っていく。東京都が先駆的にずっとやってきた歴史があるので、それを踏襲していただきたいと思いっている。その辺の当事者参画、エンパワメント支援の視点を、伺いたいと思っている。
＜鈴木氏＞髙橋さんからのご質問について
○　私は計画相談を４月から全面的に始めて、プラザは既に３０件近く計画を立て、これを
始めたことによって、うちの事業と府中市との連携が今まで以上に深まった点が確かにあると認識している。
サービスを利用する部分の一番最初の申請の段階から計画相談という形で関われることによって、その人に何が一番必要で、市区町村が、実際そういう相談を受けた時に、どのような対応をしていて何に困っているのかを、本当に現場レベルのところで共有することが、新しい計画を、プラザに立ててもらうことで、１個１個確認できるような土壌ができてきている。これは一つのチャンスだと認識している。
　現実には、府中もまだ計画相談を立てる事業所が少ないために、これから多分、てんてこ舞いなことになると思っている。事業所がどうやって増えるかということを共有していかなければいけない。これを、相談支援を行っている一部の事業所だけの事業だと認識しているうちは、非常に難しいことになる。いろいろな事業所が相談支援ということを、自分たちの仕事の中に含まれているものだと考えながら、その事業を展開することを考えていくことが今後は必要になると実感としては思っている。
＜鈴木氏＞今村さんのご質問について

○　エンパワメントということは、私たちも非常に大事な観点だと思うところである。計画
相談というものが実際にそのサービスを利用するために、これを手続として作ることが必要となるような制度であるが、それだけであっては決していけない。そのような形で運営されると、この制度というのは、障害者ご本人の方にとっては、とても管理的な意味合いの制度になると思うのである。
○　今村さんの話の中で、障害があるからということでいろいろなものを諦めたり、障害が
あるのだから自分の可能性を、障害があるのだからしかたがないねということで受容することが、障害に対してその人が深い理解を持っているのであるかのような、そのようなことを実は強いてきたのが、私たち専門家であったわけである。ずっとそうだったと思うのである。
○　私はソーシャルワーカーであるが、ソーシャルワーカーというのはそういう立場の人間
だと、ずっと障害者の方に思われてきていたわけである。その人自身の思っていることその人の可能性を伸ばすために、私たちがどういう関わりをできるかというのは、実はこの制度の活用の仕方次第ということがとても大きいと思っている。人材の育成の部分でエンパワメントということを全面に掲げながら、どうやってその人自身の計画を、その人が立てていくか、そのことに寄り添えるかという視点を持ちながら考えていくのは、私もとても賛成な考え方である。
＜鈴木氏＞今村氏への質問
○　今村さんのようなご自分でも事業をされているお立場の方から、私たちのような障害を
持っていない職員、あるいは専門家などとも呼ばれる人たちに期待することがあれば、ぜひお伺いしたいと思っている。
＜高橋氏＞今村氏への質問

○　行政も、基本は障害の当事者の皆さんのためにサービス提供、相談を行うが、実際、予
算があったり、制度があったり、その辺について当事者のお立場から何かご意見が伺えればと思うところである。
＜今村氏＞　鈴木さんの専門職に対する質問について、
○　我々のような障害者運動をしている者たちは、医療者とかケースワーカーとかソーシャルワーカー、専門職を排除したがっているようなイメージを持たれていると思う。
確かに、対立構造になりがちなところではあるが、専門家という人を要らないと言っているわけではない。餅は餅屋で必要な部分はいっぱいある。本人がなぜこういうことが必要なんだ、こういうことがしたいんだということを言っても、お医者さんが言ったから、それが優先されたりとか、専門家と言われる人のことのほうが尊重される価値観というのが世の中にあり過ぎる。そこを懸念しているのである。
　本当の専門家というのは、そんなに分かっていない。本人の意向がどれだけ尊重されるということなしに専門家の意見が先行していく、そこを懸念しているのだということになるので、ご理解いただきたいと思うのである。
＜今村氏＞高橋氏の質問について

○　確かに、財政のことは本当に、別に障害者問題だけではなくて、今非常に厳しいのだろうと思っているが、そういったときにこそ、立ち返るべきところは何かということだ。あるべき姿はどういうことなのか、地域移行、地域定着と言いながら、それがすぐできる、できないは別として、あるべき姿は何かというところに、やはりお互いに帰るべきだろうと思のである。
　今やろうとしていること、誰の何のためなのかというところを共通な視点で語り合いたい。それが行政、当事者で両方やるべきことだと思っているし、その上で、いろんな縛りがある中で、あるべき姿はどうだ、今現在どういう問題があるということを一緒に、つまびらかにしながら、限られた資源の中で、民間ができるところはどこなのか、当事者に頑張ってもらうところはどこなのか、行政としてできるところはどこなのかと、人の価値観の中で共通言語の中でやりたいのである。
○　その共通言語は何かというと、いびつって何なのかそこに立ち返りたいのである。そういった部分をとことん議論しながら、一足飛びに全部できるとは思わないけれども、問題点がどこにあるのか、ここに問題があるのは行政が悪いんだとか当事者のわがままだとか、そういった言い合いをするのではなく、どういった問題が現実にあるんだ、そこを、どうしたら解決に向かうのかということを一緒になって行っていくことである。そういったことが、例えば自立支援協議会に求められているのかなという気がしている。まず財源ありきという形になってしまうと、きっとすぐ暗礁に乗り上げるので、ぜひ行政も当事者も共同体制をとりたいと思っているところである。
＜今村氏＞高橋氏への質問
○　僕の考え方というのは、それぞれの立場がいろいろあるかもしれないが、平場で、本当にどういう問題があるのかということを議論し合いたい。責任の所在がどうのこうのという、どっちがいい、悪いという話ではなく、どんな問題があるのかを一緒に出して、そこで問題を共有することが、まずスタートかなと思って、そのために、もう少し行政にお願いしたいことは、情報公開、それを本当にもっと行ってほしい。これを言ったら何かもっと突っ込まれるのではないかという話ではなくて、こんな問題があるということを、どの市区町村も知ってほしいと思うのであるがそういったことはどうか。
＜鈴木氏＞髙橋氏への質問
○　私も似たようなことになるが、とても行政と近くなっていると思うところもある。市区町村の方たちは、今とても難しい課題を抱えていて、その状況を私たちも事業所側も理解して課題を共有していくことが必要であると考えている。
　　そこで、行政と私たち民間の事業所や当事者の方が一体となって、さらに広い場所に何か訴えていくようなことができないか。市区町村の問題を東京都に訴える。東京都からさらに国に訴えることが、立場を超えて一緒にできることが何かあるのではないか。何かもし、髙橋さんの方から、こういうことをみんなで一緒に訴えられたらいいなと思うことがあれば、発言していただけるといいと思うのである。
＜髙橋氏＞

○　情報公開について足立区は大分進んできていると、私は思っている。足立区長は、口を酸っぱくして、隠すな、公開しろ、マスコミに出せとおっしゃる。ちょっと失敗すると、すぐマスコミに出てしまうが、ただ、それを、最初はちょっと・・・と思っていたが、隠しているうちは何も進んでいかないということは良く分かる。事業所の方、自立支援の方々とも根本は、福祉の増進という点は同じ立場だと思うので、情報公開については、今後も足立区として一層推進してまいりたい。

　　問題を広く議論していきたいというのも、まことにもっともなのだが、そこは、少し行政が身構えるところがいまだにあるというのは感じている。なるべく穏便に済ませたいというところがないわけではない。市区町村は本当に住民と一体となって運営をしていかなければいけないし、事業所の方にとっても地域密着で行っているわけだから、ここは本当に一体となって行っていかなければいけないという認識はある。
○　今、確かに数を増やさなければいけないとか、何かというと財政課と相談しなければいけないとか本当に目の前に迫った問題を解決することに日々追われてしまうが、そこを何とか広くいろいろな方々と、目標は同じであるので当事者の方が地域で幸せに生活するため、お互いを信じて事業に取組んでいきたいと思っている。

課題整理

＜沖倉氏＞

○　私どもの方で、いただいた課題として、二つだけお話ししたいと思う。相談支援の事業が活発に行われるためには、人材と予算と、そして制度サービスの社会資源が整ってこそできる。その時に、人については今後どうしていくべきということも含め我々の足元をどう固めていくかということが、ここで話ができたと思うところである。

　ただ、後者二つについては、都や国への期待が語られていて、応援してもらわなくては先に進めないという話が出ていた。この後、遅塚専門官にご登壇いただくのを大変心苦しく思いつつ、事前の打ち合わせの際には国への期待は高まるという話をしていた。

○　今日、こちらで行われたシンポジウムというのは、三者がともに交互に話し合うことをした。各地域で行われている自立支援協議会の中でも、こういった話し合いがいろな場面で行われることが重要で、地域の課題を洗い出して、できること、できないことを明確にしていく取組みが必要である。対立ではなく連携し同じテーブルに着くことがまず重要ということがここの中で確認された。

　　恐らく、都の自立支援協議会を預かる私への宿題だと思うのだが、都の協議会は何をし

てくれるのですかとお書きになった方がおられ、でも、地域の自立支援協議会は何を都に

返してくださるのかということもあり、どう双方向に情報交換し、活動していくかという

ことが非常に重要だと考えている。

　　先ほども課題提起があったが、開催の回数が少なく、しかも東京はとても大きいという

話があったが、それを何とか乗り越えるため、双方向にどうやって情報をやりとりしてい

くかということを、あと、もう一年の課題とさせていただき、取組んでいきたいと思って

いるところである。

（午後２時５９分　休憩）
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